
 

平成平成平成平成14141414年年年年3333月期月期月期月期        個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要    平成14年5月21日    
上場会社名 日本シイエムケイ株式会社 上場取引所  東 

コード番号 ６９５８ （URL http://www.cmk-corp.com/） 本社所在都道府県 東京都 

問合せ先 責任者役職名 経理部ゼネラルマネジャー 

 氏名 林 達夫 ＴＥＬ(03)5323-0238 
 決算取締役会開催日 平成14年5月21日 中間配当制度の有無  有 

 定時株主総会開催日 平成14年6月27日 単元株制度採用の有無  有 (１単元 1,000株) 

 
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
１．14年3月期の業績（平成13年4月1日～平成14年3月31日） 

(1)経営成績 
 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

14年3月期 
13年3月期 

86,901 
102,289 

△15.0 
△2.3 

△1,227 
5,143 

- 
54.2 

△897 
5,620 

- 
24.7 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

14年3月期 
13年3月期 

△1,847 
2,022 

- 
△2.8 

△35.17 
38.54 

- 
33.92 

△3.3 
3.6 

△0.8 
4.9 

△1.0 
5.5 

(注) ①期中平均株式数    14年3月期 52,530,257株 13年3月期 52,478,589株 
 ②会計処理の方法の変更 無 
 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配当率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

14年3月期 
13年3月期 

10.00 

12.00 

5.00 

5.00 

5.00 

7.00 

525 

630 

△28.4 

31.2 

1.0 

1.1 
(注) 13年3月期期末及び年間配当金は、創立40周年記念配当 2円を含んでおります。 

 

(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円 ％  円 銭 

14年3月期 
13年3月期 

123,536 

111,815 

 

 

53,720 

57,791 
 

     43.5 

     51.7 

1,022.67 

1,086.20 
 

(注) ①期末発行済株式数 14年3月期 52,529,179株 13年3月期  53,205,124株 

 ②期末自己株式数 14年3月期 675,945株 13年3月期     677,989株 

 

２．15年3月期の業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 

通 期 

45,000 

93,000 

 

 

700 

1,800 

 

 

100 

400 

 

 

5.00 

― 

― 

5.00 

― 

10.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 7円 61銭 

 

尚、業績見通しにつきましては、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれてお 

ります。実際の業績は、不確定要因により記載の予測数値と異なる場合があります。 



（単位：百万円）

期    別 
平成13年3月31日 平成14年3月31日

科     目 構成比 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 45,998 41.1 56,032 45.4 10,034

現 金 及 び 預 金 7,615 14,044 6,429

受 取 手 形 7,267 3,009 △ 4,258

売 掛 金 21,381 21,040 △ 340

有 価 証 券 331 392 60

商 品 1,860 1,440 △ 420

製 品 1,660 1,544 △ 115

原 材 料 210 198 △ 11

仕 掛 品 1,487 1,773 286

貯 蔵 品 265 261 △ 4

前 渡 金 640 566 △ 74

前 払 費 用 90 75 △ 14

短 期 貸 付 金 2,262 8,887 6,625

繰 延 税 金 資 産 371 909 538

そ の 他 676 1,980 1,304

貸 倒 引 当 金 △ 123 △ 92 30

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産 65,817 58.9 67,503 54.6 1,686

有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 37,835 33.9 38,188 30.9 352

建 物 17,720 16,915 △ 805

構 築 物 1,174 1,104 △ 70

機 械 及 び 装 置 6,417 6,815 397

車 両 及 び 運 搬 具 57 38 △ 18

工 具 器 具 及 び 備 品 387 527 139

土 地 11,998 12,130 132

建 設 仮 勘 定 79 656 577

無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 1,035 0.9 1,558 1.2 522

借 地 権 24 24 －

ソ フ ト ウ ェ ア 13 24 11

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 932 1,454 521

そ の 他 66 55 △ 10

投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産 26,945 24.1 27,757 22.5 811

投 資 有 価 証 券 6,932 5,320 △ 1,612

関 係 会 社 株 式 11,671 11,647 △ 24

自 己 株 式 1,368 － △ 1,368

関 係 会 社 出 資 金 73 3,684 3,611

従 業 員 長 期 貸 付 金 10 9 △ 1

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,966 2,266 △ 700

更 生 債 権 等 18 20 2

長 期 前 払 費 用 － 41 41

保 険 積 立 金 1,933 2,087 154

繰 延 税 金 資 産 1,269 2,171 902

そ の 他 751 556 △ 194

貸 倒 引 当 金 △ 51 △ 49 2

資  産  合  計資  産  合  計資  産  合  計資  産  合  計 111,815 100.0 123,536 100.0 11,720

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

金     額

当期末当期末当期末当期末

金     額 金     額

前期末
増減
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（単位：百万円）

　　　　　　　期　　別　　　　 

平成13年3月31日 平成14年3月31日

科     目 構成比 構成比 金     額

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債 15,710 14.1 16,511 13.4 800

支 払 手 形 756 1,448 691

買 掛 金 6,156 7,269 1,112

短 期 借 入 金 3,912 4,323 411

未 払 金 1,812 2,252 439

未 払 費 用 137 143 5

未 払 法 人 税 等 1,308 － △ 1,308

預 り 金 48 43 △ 4

賞 与 引 当 金 688 494 △ 194

そ の 他 890 537 △ 353

固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債 38,313 34.2 53,304 43.1 14,991

社 債 20,000 20,000 －

転 換 社 債 12,408 12,408 －

長 期 借 入 金 4,592 19,409 14,816

役 員 退 職 引 当 金 547 585 38

そ の 他 765 901 136

負  債  合  計負  債  合  計負  債  合  計負  債  合  計 54,023 48.3 69,816 56.5 15,792

（ 資 本 の 部 ）

資 　  本　   金資 　  本　   金資 　  本　   金資 　  本　   金 16,117 14.4 16,117 13.1 －

資 本 準 備 金資 本 準 備 金資 本 準 備 金資 本 準 備 金 15,874 14.2 15,874 12.9 －

利 益 準 備 金利 益 準 備 金利 益 準 備 金利 益 準 備 金 937 0.8 982 0.8 45

そ の 他 の 剰 余 金そ の 他 の 剰 余 金そ の 他 の 剰 余 金そ の 他 の 剰 余 金 24,622 22.1 22,045 17.8 △ 2,577

任 意 積 立 金 21,800 23,000  1,200

当 期 未 処 分 利 益
又は当期未処理損失（△）

2,822 △ 954 △ 3,777

　　　うち当期純利益
　　　又は当期純損失（△）

(2,022) (△1,847)  (△3,869)

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 239 0.2 53 0.0 △ 185

自  己  株  式自  己  株  式自  己  株  式自  己  株  式 － △ 1,353 △1.1 △ 1,353

資  本  合  計資  本  合  計資  本  合  計資  本  合  計 57,791 51.7 53,720 43.5 △ 4,071

負債・資本合計負債・資本合計負債・資本合計負債・資本合計 111,815 100.0 123,536 100.0 11,720

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

金     額金     額

当期末当期末当期末当期末前期末
増減
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（単位:百万円）

期   　別   

自  平成12年4月 １日 自  平成13年4月 １日
至  平成13年3月31日 至  平成14年3月31日

科　　　目 百分比

％ ％

売 上 高 102,289 100.0 86,901 100.0 △ 15,388

売 上 原 価 90,247 88.2 81,391 93.7 △ 8,856

売 　　上　　 総　　 利　　 益売 　　上　　 総　　 利　　 益売 　　上　　 総　　 利　　 益売 　　上　　 総　　 利　　 益 12,041 11.8 5,509 6.3 △ 6,532

6,898 6.8 6,737 7.7 △ 161

営業利益又は営業損失（△）営業利益又は営業損失（△）営業利益又は営業損失（△）営業利益又は営業損失（△） 5,143 5.0 △ 1,227 △ 1.4 △ 6,371

　営 業 外 収 益 2,535 2.5 2,294 2.7 △ 240

受 取 利 息 137 115 △ 22

受 取 配 当 金 248 111 △ 136

賃 貸 料 1,342 1,274 △ 67

技 術 指 導 料 407 377 △ 29

そ の 他 399 415 15

　営 業 外 費 用 2,058 2.0 1,964 2.3 △ 94

支 払 利 息 260 220 △ 39

社 債 利 息 536 535 △ 1

そ の 他 1,261 1,207 △ 53

　 経常利益又は経常損失（△）　 経常利益又は経常損失（△）　 経常利益又は経常損失（△）　 経常利益又は経常損失（△） 5,620 5.5 △ 897 △ 1.0 △ 6,517

51 0.1 68 0.1 17

固 定 資 産 売 却 益 2 17 15

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 48 44 △ 4

そ の 他 － 6 6

2,227 2.2 2,253 2.6 25

固 定 資 産 除 却 損 267 64 △ 202

投 資 有 価 証 券 評 価 損 695 957 262

子 会 社 株 式 評 価 損 893 792 △ 101

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 286 54 △ 231

補 償 修 理 費 － 230 230

そ の 他 86 155 68

3,444 3.4 △ 3,082 △ 3.5 △ 6,526

2,237 2.2 71 0.1 △ 2,166

△ 815 △ 0.8 △ 1,306 △ 1.5 △ 490

　当期純利益又は当期純損失（△）　当期純利益又は当期純損失（△）　当期純利益又は当期純損失（△）　当期純利益又は当期純損失（△） 2,022 2.0 △ 1,847 △ 2.1 △ 3,869

831 892 60

257 262 4

262 262 0

26 － △ 26

2,822 △ 954 △ 3,777

　特　 別　 利　 益

　販売費及び一般管理費

損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書

百分比

当　　　期当　　　期当　　　期当　　　期前　　　期

金　　額金　　額 金  　額

増　減

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

　当期未処分利益　当期未処分利益　当期未処分利益　当期未処分利益
　又は当期未処理損失（△）　又は当期未処理損失（△）　又は当期未処理損失（△）　又は当期未処理損失（△）

　特　 別　 損　 失

中 間 配 当 積 立 金 取 崩 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

　税引前当期純利益　税引前当期純利益　税引前当期純利益　税引前当期純利益
　又は税引前当期純損失（△）　又は税引前当期純損失（△）　又は税引前当期純損失（△）　又は税引前当期純損失（△）
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（単位：百万円）

期   別   前 期 当       期

  科  目 （平成13年3月期）

当期未処分利益
又は当期未処理損失（△） 2,822 △ 954

　別途積立金取崩額 － 3,000

　　　　　計 2,822 2,045

これを次のとおり処分します。

　1.利益準備金積立額 45 -

　2.株主配当金 367 262
   　　  　　 　１株につき ７円 5円

　　　　　　　　普通配当 5円 5円

　　　　　　　　記念配当 2円 -

　3.取締役賞与金 55 -

　4.任意積立金 1,462 262

(1)中間配当積立金 262 262

(2)別途積立金 1,200 -

次　期　繰　越　利　益 892 1,519

　(注）当期は平成13年12月10 日に262百万円（１株につき5円）の中間配当を実施いたしました。

            利益処分案利益処分案利益処分案利益処分案

（平成14年3月期）
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重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針    

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 有価証券 

  売買目的有価証券 時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

  満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

  子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

    時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法 

    (評価差額は全部資本直入法により処理、売却原価は移動平均法により算定) 

    時価のないもの 移動平均法による原価法 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品･原材料  総平均法による原価法 ただし、商品のうち金型については個別法による原価法 

  製品･仕掛品  総平均法による原価法 

  貯蔵品   終仕入原価法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 定率法  ただし、平成10年 4月1日以降取得した建物（建物付属設備を除く）について

   は定額法。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
    建物・構築物  ３～６０年 

    機械及び装置  ６～１２年 

    その他   ２～２０年 

 無形固定資産 定額法  なお自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可能期間 

   （５年）に基づく定額法 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して 

 おります。 

 

６．引当金の計上基準 

 貸倒引当金 売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に 

   ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収 

   可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して 

   おります。 

 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の 

   見込額に基づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計上しており 

   ます。ただし、年金資産の見込額が退職給付債務を上回ったため、当該金額を前 払

   年金費用として流動資産の 「前払費用」 に計上しております。なお、数理計算上の

   差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による

   定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌会計年度から費用処理することとしてお

   ります。 

 役員退職引当金 役員に対する退職金支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を引当金とし

   て計上しております。 

 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

 の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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８．ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約等が付されている外貨 

   建金銭債権債務等については振当処理を行っております。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 デリバティブ取引（為替予約取引） 

   ヘッジ対象 相場変動等による損失の可能性がある外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

 ヘッジ方針 

外貨建の売上契約及び購入契約の為替リスクを回避することを目的とし、通常の取引の範囲内で為替 

予約を実施しております。 

 ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段の変動の累計とヘッジ対象の変動の累計との比率を比較し、有効性を判断しております。 

 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

 

（追加情報） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」の変更にともない、従来、資産の部の流動資産及び固定

資産に表示しておりました「自己株式」は、当期より資本の部から控除する方式によって表示しております。 
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注記事項注記事項注記事項注記事項    

［貸借対照表関係］ 

  前期末 当期末 

１．有形固定資産における減価償却累計額 

  百万円 百万円 

  42,164 44,617 

 

２．担保に供している資産及び担保付債務 

 いずれも財団抵当に供している 百万円 百万円 

 建物 5,000 4,914 

 構築物 397 385 

 機械及び装置 4,505 5,088 

 土地   1,167   1,167 

 計 11,071 11,555 

 上記に対応する債務 

  短期借入金（一年以内返済予定の長期借入金） 1,272 992 

  長期借入金 1,002 2,530 

  計 2,274 3,522 

 上記に対応する物上保証 

  子会社・関連会社の借入金 333 － 

 

３．保証債務等 

  百万円 百万円 

 債務保証 7,730 4,065 

 保証予約 1,640 － 

 経営指導念書 380 36 

 支払保証 － 50 

 受取手形割引高 8 － 

 受取手形裏書譲渡高 5,576 4,168 

 

４．期末日満期手形の処理 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当会計年

 度及び前会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が以下の科目に含ま

 れております。 

  百万円 百万円 

 受取手形 826 135 

 受取手形裏書譲渡高 631 495 

 

５．発行済株式数の増加内訳 

 第３回無担保転換社債の株式転換にともなう増加 

  転換株式数   1,651 千株      － 千株 

  １株当たりの転換価格 1,569 円 1,569  円 

  資本金組入総額     1,296 百万円        － 百万円 

 

６．配当制限 

 「その他剰余金」には、有価証券の時価評価により増加した純資産額が 53 百万円含まれております。なお、 

 当該金額は商法第２９０条第 1 項第 6 号の規定により、配当に充当することが制限されております。 
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［損益計算書関係］ 
 

  前期 当期 

  百万円 百万円 

１．減価償却実施額 

  3,782  3,808 

 

２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

  百万円 百万円 

 荷造運賃 730 629 

 役員報酬・給料手当・賞与 2,199 2,229 

 通信・旅費交通費 441 456 

 賞与引当金繰入額 54 91 

 役員退職引当金繰入額 45 38 

 退職給付引当金繰入額 35 55 

 減価償却費 178 279 

 支払手数料 412 402 

 研究開発費 954 778 

 

３．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費 

  百万円 百万円 

  1,256 788 
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リース取引リース取引リース取引リース取引    

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円）  

前期 当期  

機械及び 

装置 

工具器具

及び備品 
ソフト 
ウェア 

合計 
機械及び 

装置 

工具器具 
及び備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

取得価額相当額 1,635 657 6 2,299 829 762 6 1,598 

減価償却累計額相当額 1,125 289 2 1,417 491 328 3 823 

期末残高相当額 510 367 4 882 337 434 2 774 
なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める割合 

が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

  前期 当期 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 以 内 292 百万円 233 百万円 

 １   年  超 589 540 

 合       計 882 774 
 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の期末残高 

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 378 百万円 312 百万円 

 減価償却費相当額 378 312 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

    

有価証券有価証券有価証券有価証券    

 

当期末及び前期末において、子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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税効果会計税効果会計税効果会計税効果会計    

当期 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産） 

 

 賞与引当金損金算入限度超過額 114 百万円 

 役員退職引当金損金算入限度超過額 245 

 減価償却超過額  346 

 子会社株式評価損  707 

有価証券評価損  711 

ゴルフ会員権評価損否認 143 

欠損金額  773 

その他  37 

繰延税金資産（流動）  909  

繰延税金資産（固定）  2,171 

繰延税金資産合計   3,081 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が、法定実効税率の 5％以下で

 あるため記載を省略しております。 

 

前期 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産） 

 賞与引当金損金算入限度超過額 146 百万円 

 役員退職引当金損金算入限度超過額 230 

 減価償却超過額  369 

 子会社株式評価損  375 

有価証券評価損  309 

未払事業税否認  118 

その他  91 

繰延税金資産（流動）  371  

繰延税金資産（固定）  1,269 

繰延税金資産合計   1,640 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が、法定実効税率の 5％以下で

 あるため記載を省略しております。 
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役員の異動（平成１４年６月２７日付）役員の異動（平成１４年６月２７日付）役員の異動（平成１４年６月２７日付）役員の異動（平成１４年６月２７日付）    

 

 

（１） 新任取締役候補 

 

取締役  小谷 一葉 （現 株式会社目白オプティカ代表取締役会長） 

 

取締役  服部 幹彦 （現 株式会社みずほコーポレート銀行営業第１２部参事役） 

 

 

（２） 新任監査役候補 

 

監査役（社外監査役） 松多 辰尚 （現 さくら情報システム株式会社代表取締役会長） 

 

 

（３） 退任予定監査役 

 

常勤監査役 真乗坊 弘章 

以上 


